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事例21◆ 京都産業大学

１．本学の概要

京都産業大学は1965（昭和40）年に京都上賀茂の地に

創立され、現在、８学部21学科、６大学院研究科、１

専門職大学院、１通信制大学院、学生総数12,977名を

擁する一拠点の総合大学である。「将来の社会を担っ

て立つ人材の育成」を建学の精神に掲げ、この理念の

下、開学以来一貫して「自らを厳しく律しつつ、創造

性に富み、社会的な義務を怠らずに、国際社会で活躍

できる人材の育成」に取り組んできた。

このような理念を実現するため、進路支援では、職

業観等を涵養するキャリア形成支援教育や就職支援プ

ログラム（図１参照）を体系的に実践している。

図１ 就職支援の体系図

昨今の採用環境における「厳選採用」の下、ゆとり

教育を背景に低学力化が進み、新たな就職難時代とな

って、今後の学生動向は二極化・分離化に益々拍車が

かかるものと考えられる。

従って、企業の採用意欲・人数に左右されない学生

をより多く輩出し、大学経営と学生気質の視点に立っ

て、強く教学との連携を図りながら就職に強いという

実績を上げるべく、2005（平成17）年に策定された本学

中長期計画「グランドデザイン」の施策（「実社会と

密接に連携し、即戦力を養う大学」等）に沿った業務

を推進している。

２．本取組の概要

アウトリーチとは、英語で「手を伸ばすこと」を意

味する。ニート層に対する支援として、相談に訪れる

のを待つのではなく、支援者が相談に来られない若者

のところへ出向くのがアウトリーチ（訪問支援）であ

る。小規模な大学・短期大学においては、すでに同様

の支援が行われているが、大規模大学では、学生一人

ひとりを訪問することは困難である。

まず本取組では、アウトリーチを「積極的な働きか

け」、また、低単位者、ゼミ・クラブ未加入者、就職

未登録者等主体的な行動ができない学生層を「アウト

リーチ層」とそれぞれ定義する。この「アウトリーチ

層」に対して、進路センターをはじめ大学側からの積

極的な働きかけ（アウトリーチ）によって、学生の主

体的な行動を促すことを目的としている。（図２参照）

図２ アウトリーチ層

また、従来は大学を通して学生に企業（求人）を紹

介していたが、インターネットの普及により、就職情

報サイトを通して学生が直接、企業へ応募するように

なった。そのため、学生や企業と大学とのつながりが

希薄となり、学生の活動状況の把握が困難になった。

一方、企業の採用情報も表層的なものが多くなり、学

生にとって必要な情報が不足することになった。この

ような課題を解消するためにも、学生や企業への積極

的な働きかけ（アウトリーチ）の必要性が高まってい
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る。（図３参照）

図３ 採用情報提供の変化に伴う就職支援の課題

以上のことから本取組では、就職支援の両輪をなす

「学生支援」と「求人確保」、そして、「学生と企業と

のマッチング」の３つのプログラムにおいて具体的な

取組を行う。

３．本取組の趣旨・目的・達成目標

（１）取組の趣旨・目的

本学では先にも述べたとおり職業観等を涵養するキ

ャリア形成支援教育や就職支援プログラムを体系的に

実践している。しかし、学生の参加率を100％にする

ことは、ほぼ不可能であり、本取組は、支援プログラ

ムに参加せず主体的に行動ができない「アウトリーチ

層」に対して支援を行う。「アウトリーチ層」の多く

が、コミュニケーションに問題を抱えて対人関係が上

手くとれない傾向がある。本取組では個別的かつ継続

的な支援をすることにより、多くの人々とコミュニケ

ーションを取りつつ、自ら職業選択できる能力を育む

ことを目的とする。この取組を通じて、学生個々の

「気づき」と「意欲」を高めることで、生涯を通じた

持続的な就業力の育成にも繋ぐことが期待できる。

（２）達成目標

本取組は、スタッフの増員（就職支援担当職員１人

当たりの学生数の減少）等によって就職支援の強化を

図り、各プログラムの満足度を高めることを目標とし

ている。その満足度については、各プログラム参加者

へアンケート調査を行う。併せて、４年次生を対象に

2005（平成17）年度「労働政策研究・研修機構」が実施

した調査を以降も本学では継続的に「KSU就職意識

調査（2009（平成21）年度：約700名）」として実施して

いる。この調査において、学生の高い満足度の達成を

図ることを目標とする。具体的には、「KSU就職意識

調査」の「問19大学就職部がどの程度役に立ったか」、

「問28就職活動の自己採点（100点満点）」の前年度実

績をそれぞれの項目において上回ることを目指す。

４．本取組の具体的内容・実施体制

（１）取組の具体的内容

（ⅰ）学生支援

学生支援では、学生の主体的な行動を期待するので

はなく、進路センターをはじめとする大学側からの積

極的な働きかけによって、学生の主体的な行動を促す

ものである。その手法としては、「小集団によるプロ

グラム」と「個別相談」である。すでに2008（平成20） 

年度の新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログ

ラム（学生支援GP）にて採択された「京産大発ファ

シリテータマインドの風〜ファシリテーションの定着

による学生支援改革〜」における入学から卒業までを

通じた組織的かつ総合的な学生支援のプログラムと連

動することで更なる効果が期待できる。

まず、「小集団（ゼミ等）によるプログラム」の就

職支援の１つに「ミニガイダンス」がある。大規模大

学では、マスによる一方的なガイダンスが中心となる

が、本学では小集団（ゼミ等）による「ミニガイダン

ス」を実施し、双方向による学生のニーズに応じたプ

ログラムを行っている。このようにマスによるガイダ

ンスの補完機能に加え、相談窓口の出張サービス機能

として積極的に取り組んでいる。さらにミニガイダン

スの対象をクラブ・サークル、５名以上のグループに

広げるとともに、休日相談の強化と併せて、休日実施

も含めた拡充を図る。また、低単位者等教学センター

をはじめ他部署が抱える「アウトリーチ層」へのファ

シリテーションやコーチング手法を駆使した小集団に

よるセミナー等の開催も実施する。そのためには、キ

ャリアコンサルタント等専門家スタッフの増員（２

名）を図るとともにF工房等との連携（ファシリテー

ション研修等）によって学内スタッフの能力開発にも

取り組む。

次に「就職支援フォローシステム」は、プログラム

に参加できない或いは参加しない学生を把握すること

をシステム化し、それらの学生にも適切な対応をする

ことで学生の主体的な行動に繋げていく。 具体的に

は、就職ガイダンス不参加者へのフォローガイダンス

や個別対応によってプログラムを補完していく。併せ

て、低年次生を中心にキャリア形成支援科目（授業）
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の補完的な機能や卒業後の進路選択に関する相談体制

としての「アドバイジングルーム」も上記のスタッフ

増員により充実を図る。また、問題を抱えた学生には、

専門のスタッフをはじめ関係部署（教学センター・学

生相談室等）と連携して個別相談で対応する。

就職登録者・未登録者を問わず早期から活動状況を

把握することを視野に入れ、まずは、「就職活動状況

把握システム」の充実を図る。具体的には、学生の就

職活動状況について郵便、メール、電話等を駆使して

徹底的に把握するとともに、活動状況に応じた相談体

制と良質な採用情報を提供する。また、実効性あるも

のにするためスタッフ増員の課題はあるものの担当制

の導入を検討する。（図４参照）

（ⅱ）求人確保

「会社訪問」では、様々なデータ等を駆使して、良

質と思われる企業を選定し、年間500社以上の企業を

取材訪問することで、良質な採用情報を把握する。そ

のレポートをまとめた「企業レポート」を作成し、「企

業情報フォーラム」 において学生へ配付するととも

に、各社の採用情報を提供する。

「企業との情報交換会」として「企業と大学の集い」

を開催し、本学のキャリア形成支援教育並びに就職支

援を企業へアピールするとともに、企業の採用情報を

得る機会として全国各地で年間３〜５会場（2009（平成

21）年度：東京・石川・京都、2008（平成20）年度：熊

本・富山・広島・福岡・愛知、2007（平成19）年度：大

阪・岡山・香川）で実施している。

上記において得た企業の採用情報に加え、新たに財

務等の客観的なデータを加えた整備を行い、「企業採

用情報のデータベース化の充実」により学生への採用

情報等の提供を強化する。（図４参照）

（ⅲ）学生と企業とのマッチング

「ベストマッチングセミナー」を一言で言うと「斡

旋型」の合同企業説明会である。セミナー開催前の一

定期間において、履歴書の添削を兼ねて学生一人ひと

りの志望業種や勤務地等の事前面談を実施する。併せ

て、参加企業の紹介を行い、学生の応募意欲を高め、

説明会当日に臨む十分な準備を促すことができる。ま

た、 スタッフも参加学生の状況を把握できることか

ら、企業へ学生を紹介することも可能となり、学生・

企業双方の満足度を高めることが期待できる。

会場は、本学（京都）に留まらず、学生と企業のニ

ーズを考慮の上、年間３会場（北陸（金沢）・東海（名

古屋）・中四国（岡山））で実施し、必要に応じて貸切

バス等の学生の交通手段を確保する。（図４参照）

図４ アウトリーチ・プログラムの概要図

（２）取組の実施体制

本取組の主体は「進路センター」で、就職支援の企

画・運営を担っている。同センターに付随して運営委

員会を設置し、各学部長が推薦する専任教員が委員を

務める。この委員に加えて、各学部の学部長補佐（事

務職員）等が構成員となり、進路センター長をトップ

とした「アウトリーチ・プログラム推進プロジェクト」

を設置し、定例会等を通じて全学的な取組として推進

していく。（図５参照）

図５ アウトリーチ・プログラムの組織図

５．本取組の評価体制・評価方法

（１）取組の評価体制

本取組における各プログラムのアンケート調査を行

い、満足度を検証するとともに「KSU就職意識調査」

の「問19大学就職部がどの程度役に立ったか」、「問28

就職活動の自己採点（100点満点）」にて総合的な評価

を行う。併せて、外部評価委員会を設置し、改善事項

等を指摘していただく。委員には、就職問題に精通し

た専門家やハローワーク関係者等に就任いただく予定

である。（図５参照）
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（２）達成目標に対する達成度についての指標

本取組によって、就職活動の満足度や就職率・求人

率等の総合的な向上を目指すものである。 具体的に

は、「KSU就職意識調査」の「問19大学就職部がどの

程度役に立ったか（役立った学生の割合：2008（平成

20）年度実績35.2％）」、「問28就職活動の自己採点（100

点満点：2008（平成20）年度実績63.4点）」の前年度実

績をそれぞれの項目において上回ることを目指す。

（図６参照）

図６ アウトリーチ・プログラムの達成目標

６．本取組の実施計画等

本取組の実施に当たっては、表１にあるように「ア

ウトリーチ・プログラム推進プロジェクト」において、

プログラムの検討を行い、進路センターを中心に関連

部署（学部等）との連携を図りながら各プログラムを

実践していく。具体的には、「F工房（2008（平成20）

年度学生支援GP採択）」のファシリテーションによる

全学的な取組と連携し、「アウトリーチ層」を把握し、

職業意識啓発プログラムにより、学生の主体的な行動

を促す。併せて、企業とのつながりを強化して、学生

と企業とのマッチングの機会の拡充を図る。これら各

プログラムにおいてアンケート調査を行い、2010（平

成22）年度からは「KSU就職意識調査」の結果を外部

評価委員会において客観的な検証を行いつつ、就職支

援の満足度向上を実証していく。

表１アウトリーチ・プログラムの各年度の実施計画

さらに、進路センターでは「就職支援への満足度が

高く、就職に強い大学」という実績を上げることを標

榜しているが、アウトリーチ層への本格的な支援が十

分でなかったことから本取組に着手した。従って、本

取組で培ったノウハウの蓄積・整理を含め、他大学間

との共有も視野に入れた全学的な取組としてPDCAサ

イクルに基づく検証により、更なる展開を推進してい

く。
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